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北朝鮮(朝鮮民主主義人民共和国)における障害者権利条約の実施状況に関する国連障害者権利委員会への提出文書
提出者：コリア・フューチャー（Korea Future）

提出日：2025年5月7日
障害者権利委員会第33回会合
（訳注　本文書の注は、原文ではi, ii, iii, iv...の形式の巻末注であるが、仮訳では1, 2, 3, 4...の脚注とした。）

前文
本提出文書は、障害者権利委員会（訳注　以下、委員会）による朝鮮民主主義人民共和国（訳注　以下、北朝鮮）審査に先立ち提出される。これは、コリア・フューチャー（訳注　コリア・フューチャーは、イギリスに本部を置く非営利の人権団体。）が記録した422件の直接検証証言に基づいており、障害者権利条約の規定と直接的に整合するものである。これは、締約国における条約の実施状況についての詳細な法的評価を示して、委員会の活動を支援することを目的とする。
本評価は証拠記録を超えた推測や推論を避けた。そして障害のある人が持続的かつ体系的な人権侵害に直面している領域を浮き彫りにする。また、それに対応する法・政策・実務の履行上のギャップを特定し、条約との整合性が根本的に欠如している領域を描き出している。
本提出文書は、実施上のギャップだけでなく、真の改革を困難にする構造的条件にも焦点を当てることで、委員会が明確な視点と証拠に基づくアプローチで審査できるように支援することに努めている。それによって、委員会と締約国との対話を支援し、北朝鮮における障害のある人の権利保護と実現を推進するための具体的な提言を提示している。

我々について
コリア・フューチャーは、政策立案者が北朝鮮での人権侵害に、より効果的に対応できるよう、証拠に基づく知見を提供することで正義を推進する非営利組織である。 
最も大きい北朝鮮難民コミュニティがある都市の一つのロンドンで設立されたコリア・フューチャーは、厳密な実態把握と具体的な正義の実現をつなぐ重要な架け橋である。我々は被害経験者（survivor）のための正義を擁護する主要な声であり、これまでに具体的な説明責任の成果をもたらした唯一の組織である。

はじめに
北朝鮮（DPRK）は、2016年12月に障害者利条約（CRPD: Convention on the Rights of Persons with Disabilities　訳注　以下、条約。）を批准したことで、障害のある人の権利を尊重し、保護し、実現する義務を正式に負った。しかし、北朝鮮の内部構造とイデオロギー的仕組みに精通する人にとって、こうしたコミットメントは慎重に扱う必要がある。
委員会は、北朝鮮が認識可能な形態のいかなる法の支配のもとでも運営されていないことを認識するであろう。それは世襲独裁体制であり、憲法上の手続きではなく朝鮮労働党（WPK: Workers’ Party of Korea）のイデオロギー的至上主義（ideological supremacy）によって統治されている。独立した司法機関も、機能的な権力の分離（訳注　三権分立）も、説明責任制度（institutional accountability）も存在しない。一般的な意味での政府は存在せず、党のみが存在する。
委員会の北朝鮮国内法制度の検討の際には、国際人権基準に表面上は沿っている法的規定と、その実態的適用との間にある、根本的な乖離を認識することが極めて重要である。一部の国内法には名目上の保護・保障条項が存在するものの、これらは「唯一思想体制確立のための十原則（Ten Principles for Establishing a Monolithic Ideological System）」（という包括的権威によって事実上無効化されている。この教義は憲法に優先し、国家の思想的中核を成す。
実際、これらの原則は北朝鮮の最高統治規範を構成し、歴代の最高指導者——金日成、金正日、金正恩——によって定義されたイデオロギー的指令への順守を明確に優先する。この原則の順守は、国内立法の策定と施行に優先し、その方向づけをするため、国際的義務と表面的には一致しているように見える、あらゆる法定保護措置を体系的に損なっている[footnoteRef:1]。 [1:  『責任追及の必要性：朝鮮民主主義人民共和国刑務制度における拷問と虐待（The Accountability Imperative: Torture & Ill-Treatment in the DPRK Penal System）』、コリア・フューチャー報告を参照。https://static1.squarespace.com/static/608ae0498089c163350e0ff5/t/6419f27cc10fd11ae5b0439b/1679422079452/Korea+Future-The+Accountability+Imperative.pdf　（訳注　このURLは2026年7月27日現在、削除されている。）] 

したがって、委員会によるいかなる評価も、権利保護に言及する北朝鮮の法律がほとんど幻想に過ぎないことを、批判的に認識した上でのものでなければならない。「十原則」の権威的優位性は、障害のある人を人権侵害から保護することを目的とした立法措置を、実際には執行不能にしている。したがって、委員会は北朝鮮が提供する形式的な法的保証に依存せず、締結国の実際の行動に関する検証済みかつ実践的な証拠を通じて、その遵守状況を厳格に評価するよう強く求められる。
この、法に基づく統治の欠如は、障害のある人の権利の領域に直接及ぶ点で重要である。国家が国際機構（本委員会を含む）と関わる際には、外務省や朝鮮障害者保護連盟（KFPD: Korean Federation for the Protection of the Disabled）などの機関が仲介役を務める。これらは権利を支持する機関ではなく、障害のある人の保護や代弁を任務としていない。特に朝鮮障害者保護連盟は党の機関として機能していて、市民社会を模倣し人権順守のイメージを醸成するために存在する。北朝鮮が条約提出書類で言及する他のいくつかの機関も、紙の上でのみ存在するか完全に架空のものである。
朝鮮労働党（WPK）は、障害のある人の権利の分野を、協力姿勢を装い、曖昧化を図り、その一方、恣意的拘禁、拷問、強制失踪といった政治的に敏感な問題から注意をそらして国際的な善意を利用する、比較的低コストな場と見なしている。この状況での国際的関与は、改革への道筋ではなく体制を守る盾となってしまう。
2017年の国連障害者の権利に関する特別報告者による北朝鮮訪問はこの戦略を如実に示している。訪問は北朝鮮当局によって国内で称賛され、プロパガンダ上の大成功となったが、厳重に管理されていた。施設へのアクセスは制限され、交流は事前に調整され監視下に置かれ、人権侵害の被害者との私的な接触は一切認められなかった。この訪問は改革を促進するどころか、大規模な人道に対する罪が犯されている最中に、北朝鮮の順守姿勢を演出するために利用された。こうした評判操作の手法は確立されたものであり、そうしたものとして理解されねばならない。
（訳注　これは、2017年5月の、Ms.カタリーナ・デバンダス・アギラール氏の訪問である。JDのWebサイト、「障害者権利条約と世界の国々《JD仮訳》」にある、「北朝鮮『障害者に関する特別報告者』の報告」参照。）
北朝鮮が様々な国連機関に提供する情報とは異なり、コリア・フューチャーの提出資料は、被害経験者や目撃者から複数年にわたり収集した、検証済みの直接証言に基づいている。提示された調査結果は推測に基づくものではない。これらは、効果的な救済手段・監視・法的保護が存在しない状況下で発生する、条約への一貫した深刻な違反を記述している。これらは個別の異常事例ではなく、構造的な統治手法（structural governance choices）の現れである。そこでは障害のある人が法律上は存在しないものとされ、政策では消耗品扱いされ、権利保護から体系的に排除される体制を反映している。
コリア・フューチャーの記録は人権調査手法の最高基準に準拠している。訓練を受けた朝鮮語に堪能な調査員が、構造化された手順と北朝鮮からの被害経験者からの情報に基づいた保護対策を用いて聞き取りを実施した。全証言は相互検証、文書によるトライアンギュレーション（triangulation　訳注　多角的な視点から現象をとらえ、研究の妥当性や信頼性を高める方法とされる）、裏付け調査による厳格な検証を経た。証人の匿名性とデータセキュリティは全過程で維持された。データの多くは現在、北朝鮮刑務所データベース（www.nkpd.io　訳注　https://nkpd.io/の誤り。）で制限されずに公開されている。
本報告は、障害のある人の権利侵害の事例数百件を特定するために分析された、422件の検証済み証言に基づくものである。被害者には精神・知的・身体・感覚障害のある人が含まれ、多くが拘禁・拷問・医療拒否・強制労働の対象となり、教育や市民生活から排除されていた。
少なくとも120名の国家公務員が特定され、加害者として直接関与している。これらの侵害は、未決拘置所や労働訓練キャンプを含め、様々な刑務所環境で発生した。地域社会においては、障害のある人は強制移住、外国の監視者からの隠蔽、公共の議論やサービスからの完全な排除に直面した。
これらの証言を総合すると、障害のある人の権利を事実上剥奪する統治モデルが浮き彫りとなる。
本提出文書の法的分析では、以下の北朝鮮国内法を評価する：社会主義憲法（2019年）、刑法（2015年）、刑事訴訟法（2012年）、障害者保護法（2013年）、行政処罰法（Administrative Punishment Law）（2011年）、労働保護法（2014年）、社会主義労働法（2015年）、人民公衆衛生法（People’s Public Health Law）（2012年）、医療法（2000年）、女性権利保護法（2015年）、児童権利保護法（2014年）、保育教育法（Childcare and Education Law）（1976年）、教育法（2015年）、民事訴訟法（2015年）、社会保障法（2012年）、申訴請願法（Complaints and Petitions Law）（2010年）、住民登録法（2015年）、国籍法（1999年）、家族法（2009年）、高齢者保護法（2015年）、人民保安執行法（People’s Security Enforcement Law）（2012年）、刑法補則（一般犯罪）（2007年）。
北朝鮮の条約遵守状況を審査するにあたり、委員会は明確に、かつ警戒を怠らず進める必要がある。北朝鮮は一般的な条約当事国ではない。その統治モデルは条約の目的・趣旨と根本的に相容れない国家である。北朝鮮を誠実なパートナーであるかのように扱うことは、免責を助長し、権利そのもの（まさにその保護のために条約が作られた）を損なうリスクを伴う。

第5条 – 平等及び無差別
法的・規範的枠組み
北朝鮮の社会主義憲法は、名目上、市民間の平等を保障している[footnoteRef:2]。しかし、国内法は障害に基づく差別を定義したり禁止したりしていない。刑法、行政処罰法、労働法には、障害のある人に影響を与える差別的取扱いの防止や構造的不平等への対処の規定は含まれていない[footnoteRef:3]。明示的な反差別法の欠如は、法律、政策、実践における障害者排除を可能にする法的空白を生み出している。 [2:  「社会主義憲法 2019　（Sahoejuui Heonbeob 2019 [Socialist Constitution Law of the Democratic People's Republic of Korea (2019)]）」参照、ダイェ・ガン（Daye Gang）訳、ウェブサイト『法と北朝鮮（Law and North Korea）』所収。https://www.lawandnorthkorea.com　（訳注　このURLは2026年7月27日現在、有効期限が切れている。）
（訳注　ダイェ・ガン（Daye Gang）氏は、オーストラリアを拠点として活動している、韓国系の女性法廷弁護士（barrister）。北朝鮮人権問題の専門家として国際的に高く評価されている。『法と北朝鮮（Law and North Korea）』は氏が立ち上げた北朝鮮法令英訳プロジェクト、及びウェブサイト名。）]  [3:  例えば、「刑法 2015 （Hyeongbeob 2015 [Criminal Law of the Democratic People's Republic of Korea (2015)]」を参照。ダイェ・ガン（Daye Gang）による『法と北朝鮮（Law and North Korea）』で翻訳。https://www.lawandnorthkorea.com] 

さらに、北朝鮮は障害に基づく差別に対処するための総合的な市民権保護や執行メカニズムを制定していない。例えば医療法や教育法は、保護対象グループとして障害のある人に言及しておらず、平等なアクセスや待遇を確保するための積極的措置も要求していない[footnoteRef:4]。その結果、法的平等ではなく、システム全体にわたる軽視が生じている。 [4:  「医療法 2000（Uilyobeob 2000） [Medical Law of the Democratic People's Republic of Korea (2000) ]」、ダイェ・ガン訳、『法と北朝鮮』https://www.lawandnorthkorea.comに翻訳がある; 「保育教育法 2013（Eoliniboyuggyoyangbeob 2013） [Childcare and Education Law of the Democratic People's Republic of Korea (2013)]」、これも、ダイェ・ガン訳、『法と北朝鮮』https://www.lawandnorthkorea.comに翻訳がある。] 

証言に基づく情報
朝鮮の未来コリア・フューチャーが収集した証言によれば、北朝鮮の障害のある人は持続的かつ構造的な差別を経験している。被害者は、公務員によるものも民間人によるものも含め、雇用からの排除、教育の拒否、社会的排斥を報告した[footnoteRef:5]。刑務所システムでは、外から見える一目瞭然の障害または知的障害が明らかなのある人が頻繁に標的とされ、屈辱的な扱いを受け、医療や生活必需品へのアクセスを拒否されたり、一般受刑者から隔離されることで食料や医療へのアクセスがさらに制限されたりしたされるような形で一般受刑者から分け隔てされていた[footnoteRef:6]。 [5:  2017～2024年にコリア・フューチャーが収集した検証済み証言に基づく。情報源保護のため証言IDは非公開。]  [6:  注５に同じ。] 

ある事例では、身体障害のある被拘禁者が医療処置と労働免除を体系的に拒否された[footnoteRef:7]。当局はこれを労働ノルマに「貢献しなかった」ことを根拠に明確に正当化した。別の事例では、知的障害のある人が拘置所職員から日常的な暴行を受け、社会的に隔離されていたが、職員はその障害をこうした処遇を正当化する理由として挙げた[footnoteRef:8]。 [7:  注５に同じ。]  [8:  注５に同じ。] 

インタビューを受けた人々からは、被拘禁施設の内外での差別的慣行を報告している。都市部では、障害のある人が住宅を持つことを拒否されたり、遠隔地への移住を強いられたりしており、これは公の場で人目につかないようにするためとされる[footnoteRef:9]。数人の証言者は、平壌では、外国人訪問者・外交官・外国代表団から障害のある人を隠す非公式な方針が存在すると述べた[footnoteRef:10]。農村部では、障害のある女性が結婚・国の支援・地域組織から頻繁に排除されていた[footnoteRef:11]。 [9:  注５に同じ。]  [10:  注５に同じ。]  [11:  注５に同じ。] 

実施上のギャップと排除されたグループ
北朝鮮には、障害を理由とした差別を通報・対処する独立した仕組みが一切存在しない。証言によれば、苦情解決手続きは障害のある人にとって利用不可能か、あるいはアクセス不能である。国家のメッセージによって強化された社会的態度が、非難と不可視化隠匿の文化（障害を不道徳の結果と見る）を生み出している。
最も深刻な影響を受けているグループには以下のようなものがある：
· 知的障害や精神障害のある人。
· 障害のある女性や障害のある子ども。
· 刑務施設に収容されている障害のある人。
· 送還されてきた障害のある脱北者
· 平壌や主要都市以外に住む人。
提言
障害に基づく直接的・間接的差別を明示的に禁止する、執行メカニズムを備えた総合的な差別禁止法を採択する。
既存の法的・行政的枠組みを改正して条約に整合させ、教育、雇用、保健、住宅、司法への平等なアクセスを確保する。
· 拘禁中の人を含む障害のある人が利用可能な、独立した苦情解決メカニズムを確立する。
障害のある人に対する強制移住や隠蔽の慣行を禁止する。これには外国人訪問者や国際機関からの隠蔽も含まれる。
特に障害のある女性と子どもの権利に焦点を当て、スティグマを排除し、インクルーシブな社会的態度を促進するための啓発キャンペーンを実施する。

第9条 – アクセシビリティ
法的・規範的枠組み
北朝鮮の国内法枠組みは、条約第9条で定義されるアクセシビリティの権利を規定していない。公共建築物、施設、交通機関、通信インフラ、サービスが障害のある人にとって利用可能にされているという証拠は確認されていない。刑法、労働法、公衆衛生法には、合理的配慮やユニバーサルデザインを義務付ける規定が含まれていない[footnoteRef:12]。また、アクセシビリティ対策の実施を確保するための国家基準やメカニズムも存在しない。 [12:  例えば、「労働法 2015（Sahoejuui Lodongbeob 2015） [Socialist Labour Law of the Democratic People's Republic of Korea (2015)]」を参照のこと。ダイェ・ガンによる『法と北朝鮮（Law and North Korea）』で翻訳されている。https://www.lawandnorthkorea.com] 

その結果、障害のある人は公的・私的生活のあらゆる領域でバリアに直面している。アクセシビリティに関する法的義務の欠如は条約からの重大な乖離で、障害のある人の社会的排除を永続化させている。
証言に基づく情報
コリア・フューチャーは、特に監禁・拘留施設でのアクセシビリティのバリアについて、一貫した報告を記録している。障害のある人は、公衆衛生施設、浴場、移動補助具の利用を頻繁に拒否された。ある事例では、身体障害のある被拘禁者が、補助器具がないためトイレまで這って移動することを強いられた[footnoteRef:13]。別の事例では、視覚障害のある人が、拘置施設での点呼時に移動指示に従えなかったとして殴打されたと証言した。これは、配慮や説明が一切提供されなかったためである[footnoteRef:14]。 [13:  注５に同じ。]  [14:  注５に同じ。] 

拘束されない環境（non-custodial contexts）でも、病院・学校・住宅などの国家が運営する施設には、アクセシブルなインフラが完全に欠如しているとの証言があった。建物へのアクセス困難（急勾配の階段、狭い廊下、エレベーター未設置など）により医療を受けられないとの被害者からの報告があった[footnoteRef:15]。公共施設には触覚あるいは点字システム（tactile or Braille systems）がなく、手話通訳や音声支援も一切提供されていなかった。 [15:  注５に同じ。] 

また、情報へのアクセスが大きく阻害されていることも証言された。拘禁中、聴覚障害や視覚障害のある人は、配慮がないため、自身の罪状、裁判手続き、行政手続きについて知らされないことが頻繁にあった。聴覚障害のあるひとりの証人は、施設職員の指示を理解できなかったため、不服従と見なされて処罰された[footnoteRef:16]。別の証人は、読み書きができず、支援もないにもかかわらず、書面による通知を交付されたと述べた[footnoteRef:17]。 [16:  注５に同じ。]  [17:  注５に同じ。] 

実施上のギャップと排除されたグループ
アクセシビリティ確保のための制度的責任や予算配分は存在しない。実際問題として、そのために、障害のある人が社会生活、教育、医療への参加から完全に排除されている。証言からは、政府職員、医療スタッフ、警備要員に、アクセシビリティ義務に関する認識や訓練が大きく欠如している実態が浮かび上がる。
最も影響を受けているグループには以下のようなものがある：
· 拘禁施設に収容されている身体障害のある人。
· 感覚障害（視覚・聴覚）のある人。
· 障害のある子ども。
· 医療・行政サービスを求めている成人。
提言
公共施設及びサービスが障害のある人にとって物理的・情報的にアクセシブルであることを義務付ける、総合的なアクセシビリティ法を制定する。
· 遵守状況を監視する責任を持つ当局を指定し、アクセシビリティ法の実施の仕組みを導入する。
· 政府職員、特に医療、教育、保安の職務に従事する職員に対して、障害に関する認識向上と研修プログラムを義務付ける。
· すべての公共サービス環境において、補助器具とコミュニケーション支援（例：手話言語通訳、移動補助具）へのアクセスを確保する。

第10条 – 生命に対する権利
法的・規範的枠組み
北朝鮮の社会主義憲法は名目上、生命の権利を保障しているが、実際には、特に拘禁環境において、障害のある人に対してこの権利が日常的に否定されている[footnoteRef:18]。障害のある人の生命の権利を明示的に認める法的規定は存在せず、拘禁環境における生存や尊厳を確保するための法的保障や保護も存在しない。 [18:  「社会主義憲法2019　（Sahoejuui Heonbeob 2019 [Socialist Constitution Law of the Democratic People's Republic of Korea (2019)]）」を参照。ダイェ・ガン（Daye Gang）訳、ウェブサイト『法と北朝鮮Law and North Korea』に掲載。https://www.lawandnorthkorea.com] 

さらに、医療を受けさせない、飢餓状態におく、裁判なしに処刑するなど、障害のある人に特に偏って影響を与える、命にかかわる慣行や政策を禁止する法律は存在しない。刑事司法枠組みには、障害のために強制労働の要求を満たせない個人に対する保護は含まれておらず、人道的免除や健康状態に基づく釈放の手続きも提供されていない。
証言に基づく情報
コリア・フューチャーが収集した証言は、障害のある人に対する生命権の深刻かつ反復的な侵害を明らかにしている。証人らは、特に社会保障省（Ministry of Social Security）と国家保衛省（Ministry of State Security）の施設での、治療を受けられなかった負傷、飢餓、疾病、身体的虐待に起因する死亡事例を説明した[footnoteRef:19]。障害のある被害者は、食糧や医療ケアの優先順位を下げられることが多く、ある例では「無用者」や「役立たず」と見なされたことを理由に、治療をはっきりと拒否された[footnoteRef:20]。 [19:  注５に同じ。]  [20:  注５に同じ。] 

複数の事例で証人たちは、医療的放置が長期化した結果、障害のある収容仲間が死亡した状況を証言した。ある被害経験者は、身体障害のある同房者が予防可能な感染症の治療を拒否された後に死亡したことを回想した。インタビューを受けた別の人は、強制労働命令に従わず規律を侵す存在と見なされた精神障害のある人が処刑された状況を説明した[footnoteRef:21]。 [21:  注５に同じ。] 

一部の証言によれば、障害のある人は懲罰房への収容や能力を超えた強制労働を割り当てられるリスクが高く、致命的な結果を招いている。また、外見上の機能障害のある被拘禁者は、より頻繁な暴行や屈辱的扱いの標的となり、身体的被害を悪化させていると報告されている[footnoteRef:22]。 [22:  注５に同じ。] 

実施上のギャップと排除されたグループ
拘禁施設へのアクセス権を持つ独立監視機関は存在せず、拘禁中の死亡を報告する正式な手続きもない。家族が拘禁中の親族の死亡を通知されることは稀であり、調査や説明責任を求める手続きは存在しない。こうした適正な手続きの欠如が、体系的な差別と非人間化と相まって、障害のある人の生命権が日常的に侵害され、処罰されない状況を生み出している。
最も影響を受けるグループには以下ようなものがある：
· 国家保衛省と社会保障省が管理する施設に収容されている身体障害または精神障害のある人。
· 強制労働ノルマを達成できない障害のある人。
· 国外逃亡後に送還された障害のある人。
· 加齢に伴う障害のある高齢収容者。
提言
あらゆる状況、特に拘禁下で、障害のある人の生命権を保護する法的保障措置を制定し、実施する。
· すべての拘禁施設へのアクセス権を持つ独立した監視機構を設置し、死亡事例の調査及び虐待の防止を権限とする。
· 障害を理由に医療や基本的な必需品を拒否する、差別的な政策や慣行を禁止する
障害のある人に対する強制労働の義務を免除し、個人の能力評価に基づく代替手段を提供することを保証する。

第14条 – 身体の自由及び安全
法的・規範的枠組み
北朝鮮の国内法枠組みは、実質的に司法の監視を伴わない広範な行政拘留や裁判前拘留を認めており、これは条約第14条に違反する。障害のある人に対する恣意的逮捕・拘禁の被害を特に受けやすい。法の下の平等な待遇を保障する法的規定や差別的執行慣行からの保護策が存在しないためである。
刑事訴訟法も人民保安法（People’s Security Law）も、知的障害、精神障害、感覚障害のある人に、利用可能な手続き上の保障や便宜を提供していない[footnoteRef:23]。障害のある人に対する裁判前の拘禁の実施について法定の制限はなく、国家保衛省と社会保障省が運営する北朝鮮の隔離拘禁施設制度は、依然として不明瞭であり、独立した司法機関や人権機関による規制を受けていない。 [23:  例えば、「刑事訴訟法（Hyeongsa Sosongbeob） 2012 [Criminal Procedure Law of the Democratic People's Republic of Korea（2012年）]」を参照のこと。ダイェ・ガン（Daye Gang）による『法と北朝鮮（Law and North Korea）』で翻訳されている。https://www.lawandnorthkorea.com] 


証言に基づく情報
コリア・フューチャーが検証した証言によれば、障害のある人は令状や正式な起訴なしに恣意的に拘束され、多くの場合弁護士へのアクセスも認められていない。複数の事例では、知的障害や精神障害のある被害者が逮捕理由を理解できず、取調べ中に効果的な意思疎通ができなかった[footnoteRef:24]。コミュニケーション補助具や支援者が提供されている証拠はない。 [24:  注５に同じ。] 

複数の被拘禁者が、国家保衛省の捜査部門において、過密状態の独房に長期間拘禁され、異性と同室に収容されたと報告している[footnoteRef:25]。「不服従」と見なされた（多くはその人の障害に直接関連していた）ことに対する懲罰として、独房監禁を受けた人もいた。 [25:  注５に同じ。] 

複数の証言者によると、身体障害や感覚障害のある人が、不服従や「非生産的」と見なされたことのみを理由に拘束されていた。例えば、割り当てられた労働をできない移動障害のある人は、病気を装っていると非難され、救済手段のない（without recourse　訳注　抗議する、助けを求める、司法に訴えるなどの手段のない）懲罰施設に拘束されることがあった。
送還された障害のある脱走者も、恣意的拘禁の危険に特に晒されており、信頼できる証拠や適正手続きなしに、反逆者や破壊工作員（saboteur）のレッテルを貼られることが多かった。親から引き離された子どもを含む障害のある子どもは、適切なケア、教育、リハビリテーションサービスのない刑務所施設に収容されていた。
実施上のギャップと排除されたグループ
障害のある人が自身の拘禁の合法性に異議を申し立てる仕組みは存在しない。司法は独立して機能しておらず、法的手続きは障害に配慮したものではない。証言によれば、当局者は障害を合理的配慮を必要とする要因として認識せず、多くの場合、障害をより厳しい管理や長期拘禁の正当化理由として利用している。
最も影響を受けるグループには以下のようなものがある：
· 精神障害や知的障害のある人
· 「不服従」を理由に拘禁された身体障害のある人
· 拘置施設に収容されている障害のある子ども
· 思想犯罪で告発された、障害のある国外逃亡者の送還者
提言
国内法を改正し、障害のある人の恣意的拘禁を禁止するとともに、刑事手続を条約基準に適合させる。
刑事司法手続きの全段階で、障害のある人の弁護士へのアクセスとコミュニケーション支援を保証する。
障害のある人に対する隔離拘禁と独房拘禁を廃止する。特に、障害に関連する行動に対する懲罰的措置としての隔離拘禁と独房拘禁を廃止する。
拘禁中の障害のある人の処遇を監視する監督メカニズムを確立し、その状況についての定期的な司法審査実施を保証する。

第15条 – 拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由
法的・規範的枠組み
北朝鮮には、拷問その他の残忍、非人道的又は品位を傷つける取扱い又は刑罰を禁止する国内法が存在しない。刑法及び刑事訴訟法は、捜査機関及び矯正機関（特に国家保衛省と社会保障省）が、取調べや拘禁中に条約第15条に適合しない措置を講じることを認めている[footnoteRef:26]。こうした状況下で、障害のある人が虐待のリスクに晒されることを防ぐ法的保護措置は存在せず、苦情申立て、救済、説明責任を担保する仕組みも存在しない。 [26:  例えば、「刑事訴訟法（Hyeongsa Sosongbeob 2012） [Criminal Procedure Law of the Democratic People's Republic of Korea（2012年）]」 ダイェ・ガン（Daye Gang）訳、ウェブサイト『法と北朝鮮（Law and North Korea）』を参照のこと。https://www.lawandnorthkorea.com] 

北朝鮮は拷問禁止条約の締約国ではなく、拷問行為を犯罪とする国内法も存在しない。さらに、集団責任とイデオロギー的階級分類（ideological classification）を前提とする現行政策は、障害のある人を含め疎外された集団への虐待を助長している。こうした人々はしばしばイデオロギー的に「不純」（impure）または「更生不能」（non-reformable）と見なされる。
証言に基づく情報
コリア・フューチャーが検証した証言によれば、拘禁施設において拷問や虐待が広範かつ日常的に行われている状況が明らかになった。特に障害のある人は、より深刻な脆弱性に直面している。報告された拷問手法には、棒や棍棒による殴打、苦痛な姿勢（stress position）、食物剥奪、長時間のひざまずきの強制、身体能力を超えた懲罰的労働などがある。被害経験者は、こうした行為が「弱く」「非生産的で」「従順でない」と見なされた被拘禁者に対して、より頻繁に、より激しい強度で適用されたと報告している。
精神障害や知的障害のある人は、当局から誤解されやすく、障害に関連する行動に対して罰せられる可能性が特に高かった。複数の証言では、認知的に答えたり命令に従う能力がないにもかかわらず、質問に答えられなかったり命令に従わなかったりしたために殴打された事例が述べられている。ある事例では、吃音のある被拘禁者が不服従の罪で告発され、社会保障省職員による激しい暴行を受けた。統合失調症の別の被拘禁者は、精神病の症状を起こした後、独房に収容され、投薬を認められなかった[footnoteRef:27]。 [27:  注５に同じ。] 

身体障害も虐待のきっかけとなった。複数の被害経験者が、目に見える障害のある人が「欠陥品」と嘲笑され、屈辱的な扱いを受けたり、身体的に不可能な作業を強制されたりしたと証言している。従わない場合、殴打、睡眠剥奪、食事拒否が頻繁に行われた。独房（cell）では、障害のある被拘禁者は寝具・医療支援・介助が必要であるにもかかわらず、しばしばそれなしに閉じ込められた[footnoteRef:28]。 [28:  注５に同じ。] 

ある女性の被害経験者は、国家保衛省施設に拘束された際、強制的なスクワット運動中に倒れた足を引きずる、別の女性が数日間食事を認められなかったのを目撃したと証言した[footnoteRef:29]。職員らは笑いながら「不具者（cripples）は食べる必要がない」と彼女に言ったと伝えられている[footnoteRef:30]。 [29:  注５に同じ。]  [30:  注５に同じ。] 

実施上の不備と排除されたグループ
北朝鮮の拘禁施設には、障害関連のニーズに対応できる設備は一切ない。職員に対する障害のある人のインクルージョンや差別禁止に関する研修は存在せず、障害のある人には法律や政策による保護的地位が一切与えられていない。苦情解決メカニズムは存在せず、報復への恐れが非公式な報告を阻んでいる。
特に影響を受けるグループは以下の通りである：
· 暴力的な懲罰的処遇を受ける精神障害や知的障害のある人
· 能力を超える作業を強制されている移動の障害のある人。
国家保衛省と社会保障省の拘置施設に収容され、複合的な差別に直面している障害のある女性。
· 「更生不能」と見なされ、虐待が強化される障害のある送還された脱北者。
提言
· 拷問及び虐待の総合的禁止を法制化し、障害のある人の保護を明示的に含める。
· 国内法において拷問行為を犯罪化し、加害者の起訴を確実に実施する。
法執行機関及び拘禁施設職員に対し、障害のある人の権利と合理的配慮に関する研修を実施する。
· 障害のある被拘禁者のための、アクセス可能かつ秘密厳守の苦情申立制度を創設する。
すべての拘禁施設での、虐待の記録と介入権限を備えた、独立した監視・監督を確保する。

第16条 – 搾取、暴力及び虐待からの自由
法的・規範的枠組み
北朝鮮の国内法には、民間または公的施設環境で、障害のある人を搾取、暴力、虐待から保護する明示的な規定は含まれていない。暴行や強姦などの特定の犯罪は刑法で犯罪とされているが、執行は裁量的であり、障害のある人、特に女性、子ども、被拘禁者が直面する高いリスクを法律は具体的に認識していない。障害を理由とした暴力に対処する国家戦略や保護メカニズムは存在せず、安全な通報経路やアクセシブルな支援サービスも整備されていない。
拘禁に関しては、刑事訴訟法や関連する内部規則により、国家保衛省と社会保障省に広範な裁量権が認められている[footnoteRef:31]。これには、身体的懲罰、強制労働、外部による審査のない長期の監禁などがある。こうした権限は、説明責任の仕組みが全くない中で行使されており、広範な人権侵害が生まれている。 [31:  「刑事訴訟法（Hyeongsa Sosongbeob）2012 [Criminal Procedure Law of the Democratic People's Republic of Korea（2012）]」、ダイェ・ガン（Daye Gang）訳、ウェブサイト『法と北朝鮮（Law and North Korea）』所収。https://www.lawandnorthkorea.com] 

証言に基づく情報
コリア・フューチャーが収集した証言は、身体的・精神的暴力、性的虐待、強制労働による搾取など、拘禁中の障害のある人に対する虐待が広く行われている実態を明らかにしている。多くの障害のある被拘禁者は、脆弱性や有用性欠如と見なされることによって、より激しい虐待の対象となったと報告されている[footnoteRef:32]。 [32:  注５に同じ。] 

複数の証言は、障害のある人が殴打による「見せしめ（set examples）」に利用されたと述べている。社会保障省の拘置施設では、障害が見た目で分かる被拘禁者が点呼時に標的にされ、暴言を浴びせられ、最も屈辱的な作業を割り当てられた[footnoteRef:33]。例えば、ある被害経験者は、移動障害のある男性が手だけでトイレ掃除を強制され、作業を迅速に完了できなかったために殴打された様子を語った[footnoteRef:34]。 [33:  注５に同じ。]  [34:  注５に同じ。] 

障害のある女性、特に国家保衛省に拘束された人は、性暴力の危険性が極めて高いと報告されている。ある女性被拘禁者は、聴覚障害のある別の女性が尋問官に強姦されるのを目撃したと証言した[footnoteRef:35]。被害者は抗議をすることも脅威を理解することもできず、保護や支援のための措置は何も取られなかった。別の証言では、認知障害（cognitive disabilities）のある女性が身体検査の際に日常的に殴打されたり身体を触られたりしていたことが述べられている[footnoteRef:36]。 [35:  注５に同じ。]  [36:  注５に同じ。] 

障害のある子どもも暴力や虐待の危険に晒されている。元被拘禁者の証言によれば、こうした子どもは看守や他の子どもから頻繁に暴行を受け、大人の介入や保護措置は一切なかった[footnoteRef:37]。障害による失禁を理由に食事を拒否されたり罰せられたりする子どももいたと報告されている[footnoteRef:38]。 [37:  注５に同じ。]  [38:  注５に同じ。] 

強制労働も一貫した問題として浮上した。身体障害や知的障害のある収容者は、能力をはるかに超える作業を強制され、ノルマ未達成で罰せられることが多かった。被害経験者が回想したある事例では、視力障害のある収容者が重い穀物の袋を坂道で運ばされ、つまずくたびに殴打された[footnoteRef:39]。 [39:  注５に同じ。] 

実施上のギャップと排除されたグループ
拘置施設内でも地域社会でも、暴力や虐待を通報するためのアクセス可能な安全な手段は存在しない。障害のある被害者は、特にコミュニケーション障害や認知障害がある場合、信じられたり理解されたりする可能性が低い。被害経験者に対する支援サービス、法的支援、リハビリテーションプログラムは一切存在しない。責任追及の仕組みが完全に欠如しているため、虐待に対する広範な免罪が許容されている。
最も影響を受けるグループには以下のようなものがある：
· 拘禁中の障害のある女性。
· 拘禁中の障害のある子ども。
· 暴力被害を通報できない知的障害またはコミュニケーション障害のある人。
· 能力に関わらず強制労働を課された被拘禁者。
提言
· 障害のある人に対するあらゆる形態の暴力、搾取、虐待を、施設内を含むあらゆる場面で明確に禁止する法律を導入する。
· 拘禁中の虐待を調査し、被害者支援を行う独立監視機関を設置する。
· 法執行機関と矯正施設職員に対し、ジェンダーと障害に配慮した実践に関する専門的研修を提供する。
· 障害のある被拘禁者が強制労働を免除される、あるいは個別評価に基づき業務が割り当てられることを保証する。
· 秘密保持が確保され、利用しやすい通報メカニズムを創設し、被害者が司法へのアクセスとリハビリテーションを受けられるようにする。

第17条 – 個人をそのままの状態で保護すること
法的・規範的枠組み
北朝鮮は、障害のある人が他者と平等に身体的・精神的不可侵（physical and mental integrity 　訳注　原英文には、bodily and psychological integrity、physical or mental integrityなどの表記があるが、同じものである。）を尊重される権利を法的に認めていない。同意のない医療処置、体罰、その他の身体的自律性を損なう慣行を禁止する法的枠組みは存在しない。刑法は、さらなる特別な保護を必要とする要因として障害を認めておらず、特に拘禁中や取調べ中に、障害のある人が強制的または品位を傷つける扱いから保護されることを保証する、法的な手続き上の安全策は存在しない[footnoteRef:40]。 [40:  「刑事訴訟法（Hyeongsa Sosongbeob）2012 [Criminal Procedure Law of the Democratic People's Republic of Korea（2012年）]」を参照。ダイェ・ガン（Daye Gang）訳、ウェブサイト『法と北朝鮮（Law and North Korea）』所収。https://www.lawandnorthkorea.com] 

被収監者は、どのような形であっても同意に基づく医療ケアを受けられない。施設内の手続きは、国家保衛省と社会保障省の不透明な内部規則で管理され、人間の尊厳よりも管理と規律が優先されている。
証言に基づく情報
コリア・フューチャーが収集した証言によれば、拘禁中の障害のある人は、身体的・精神的不可侵（bodily and psychological integrity）の尊重を日常的に否定されている。身体障害、知的障害、精神障害のある被拘禁者は、強制的な医療的放置、侵襲的処置、屈辱的扱い、体罰の経験を語った。
インタビューを受けたある人は、てんかん発作中に強制拘束され、いかなる医療介入も拒否された同室の被拘禁者について証言した[footnoteRef:41]。また脊髄疾患によって失禁のある別の被拘禁者は、罰として数日間汚れた衣服を着せられたと報告されている[footnoteRef:42]。証言者らはまた、衛生検査を名目に、プライバシーも説明も正当な理由もなく、裸体検査や身体の触診を受けさせられたと述べた[footnoteRef:43]。 [41:  注５に同じ。]  [42:  注５に同じ。]  [43:  注５に同じ。] 

国家保衛省及び社会保障省が運営する施設では、精神障害のある被拘禁者が、その障害によって起こる行動（暴言、引きこもり、命令不服従など）を示したことで処罰された。ケアを受けるどころか、懲罰房に閉じ込められたり暴行を受けたりした[footnoteRef:44]。長期にわたり強制隔離され、管理手段として食事制限された人もいた[footnoteRef:45]。 [44:  注５に同じ。]  [45:  注５に同じ。] 

医療処置実施前に同意が求められた証拠はなく、介入の内容や目的も被拘禁者に説明されない。特にコミュニケーション障害や認知障害のある被拘禁者は、何が起きているのか、なぜ起きているのかを理解できないまま、侵襲的または強制的な処置を受けやすい立場にあった。
実施上のギャップと排除されたグループ
障害のある人の身体的・精神的不可侵（physical or mental integrity）を保護する法律、規制、制度的保護措置は存在しない。監視メカニズムは存在せず、職員は障害に特化した訓練を受けていない。施設は秘密裏に運営され、負傷の記録、強制措置（use of force）の報告、医療決定に関するインフォームド・コンセントの取得は義務付けられていない。
最も影響を受けるグループには以下のようなものがある：
· 懲罰的拘禁や暴行を受ける精神障害のある被拘禁者。
· 侮辱的扱いを受ける身体障害のある人。
· 同意なしに医療検査や身体検査を受けさせられる人。
· 知的障害や感覚障害のため有害な処遇に抗議や意思表示ができない被拘禁者。
提言
あらゆる環境において、障害のある人の身体的・精神的不可侵（bodily and mental integrity）を保障する権利を明確に保証する法律を制定する。
障害に関連する、拘束、隔離、罰則など、同意のないあるいは品位を傷つける医療行為をすべて禁止する。
拘禁施設および医療従事者に対し、障害のある人の権利と同意に基づくケアに関する研修を実施する。
拘禁慣行を検証し、身体的自律の侵害を調査するための監視メカニズムを確立する。
拘禁下で医療上の決定を受けることになる障害のある人に対し、コミュニケーション支援及び法的代理人が利用可能であることを保証する。

第21条 – 表現の自由並びに情報の利用の機会
（訳注　条約の第21条タイトルは、「Freedom of expression and opinion, and access to information　表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会」である。）
法的・規範的枠組み
北朝鮮の法的枠組みは、実質的な表現の自由や情報へのアクセスを提供しておらず、こうした制限は障害のある人にとってより深刻な経験となっている。憲法は理論上、言論と報道の自由を保障しているが、これらの権利は、異議申し立てを犯罪とする強力な法律や、国家保安機関によって厳しく管理された情報環境によって制限されている。
アクセシブルな情報形式（点字、手話言語、平易な言語など）の提供を義務付ける法律はなく、司法・医療・行政手続きでの通訳やコミュニケーション支援の提供も義務付けられていない。電気通信、公共放送、教育を規制する法律は、障害のある人のコミュニケーション権に言及しておらず、国の障害者政策も平等な情報アクセスを保証していない。
社会保障省や国家保衛省が運営する拘置施設などの閉鎖環境では、被拘禁者は外部との接触を全面的に禁止される。コミュニケーション障害や感覚障害のある人にとって、この否認は配慮の欠如によってさらに悪化し、制度内で事実上声をあげられない状態に陥る。
証言に基づく情報
コリア・フューチャーが収集した証言は、障害のある人の表現の自由と情報へのアクセス権に対する体系的な侵害を明らかにしている。知的障害や精神障害のある被害者は、自身の自由やウエルビーイングに直接影響する手続きを理解したり参加したりできなかったと報告している[footnoteRef:46]。いかなる場合も支援は提供されなかった。 [46:  注５に同じ。] 

拘禁中、言語・聴覚・視覚障害のある人はいかなる意思疎通手段も拒否された。聴覚障害のある被拘禁者は、聞こえなかった命令に応答できなかったとして懲罰を受け、言語障害のある別の被拘禁者は取調べ中の「非協力」を理由に暴行を受けた[footnoteRef:47]。理解の便宜を図ったり促進する取り組みは一切行われなかった。 [47:  注５に同じ。] 

拘禁施設外においても、国家管理下の教育・メディアシステムはアクセシブルなコンテンツを提供していない。障害のある人は、保健ガイダンス、緊急時指示、法的権利などの公共情報へのアクセスがなく、他者に依存するか完全に排除された状態に置かれている[footnoteRef:48]。場合によっては、このアクセス不足が直接的なリスク要因となった。例えば法的手続きにおいて、障害のある人が情報を得られなかったり誤った情報を与えられたりした[footnoteRef:49]。 [48:  注５に同じ。]  [49:  注５に同じ。] 

実施のギャップと排除されたグループ
国は障害のある人のコミュニケーションの権利を保障するインフラや政策を一切整備していない。アクセシブルな様式の提供、通訳、コミュニケーションの表出・受信の支援に関する法的義務は存在しない。実際にはこれは、特に施設入所者や複雑なコミュニケーション支援を必要とする障害のある人など、多くの障害のある人の完全な排除を引きおこしている。
最も影響を受けるグループには以下のようなものがある：
· 取調べや裁判過程の際の、コミュニケーション障害のある被拘禁者。
· 公共情報にアクセスできない感覚障害のある人。
· 学校で、アクセシブルな教材を提供されない障害のある子ども。
· 社会生活や法的手続きへの参加を阻まれている、知的障害のある人。
提言
· 障害のある人の表現の自由及び情報へのアクセス権を保障する法律を制定する。
すべての公共サービスで、点字、手話言語、平易な言語などアクセシブルな様式の提供を義務付ける。
· すべての法的、医療的、拘禁環境で、コミュニケーション支援と通訳を義務付ける。
公的職員、教育者、司法関係者を対象に、インクルーシブなコミュニケーションに関する研修と指針を開発する。
障害のある人が、他の人と平等な立場で意思決定や市民的議論に参加できるようにする。

最終見解
本提出文書は、北朝鮮（DPRK）における障害のある人の権利の、体系的・広範かつ持続的な侵害を裏付ける証拠を提示している。記載情報は、被害経験者と証人の証言のみに基づいており、障害者権利条約の中核的規定の実施が日常的に怠られている事実を立証するだけでなく、北朝鮮が誠実に国際的義務を遵守する能力を、構造的に持ち得ていないことを明らかにしている。
ここに記述された違反行為は散発的・孤立的なものではない。これらは、障害のある人の法的主体性を否定する統治モデルに支えられた、差別的政策・制度的怠慢・意図的抑圧を統合したシステムを反映している。実効的な国内救済手段、独立した監視、実質的な政策改革が完全に欠如している事実は、持続的な国際的監視の緊急性を強調するものである。
委員会に対して、以下のことを行うよう推奨する：
本提出文書で提示された事実認定と違反の実態を踏まえて、北朝鮮の定期報告を評価する。
· 国際的関係者の参加による独立監視機関の設置を勧告する。
· 条約の完全な実施には、法整備だけでなく国家機関と説明責任メカニズムの構造的変革が必要であることを、改めて断言する。
委員会にとって、北朝鮮に特定の改革を勧告する真のリスクは、そのような勧告が意図せずに、朝鮮労働党が最も求めるもの----すなわち、注意をそらし、遅延させ、欺くための裁量権----を与える可能性がある点にある。北朝鮮がこれらの勧告を無視するか、表面的に応じるだけの場合、委員会は確実に遵守させるための、実施可能な選択肢を真剣に検討しなければならない。
さらに、仮に北朝鮮が改革を実施したと主張しても、独立した検証や影響を受けた現場・個人への制限のないアクセスができない状態で、その主張にどれほどの信憑性があるだろうか。厳格な監視・検証メカニズムが欠如している場合、委員会は知らず知らずのうちに、紙の上だけの改革を承認していることになりかねないだろう。その間も、障害のある人が直面する厳しい現実は変わらない。
北朝鮮の障害のある人の権利は、手続き的な関与だけでは実現されない。説明責任、保護、そして曖昧化・組み換え・回避しようとすることに対する断固たる抵抗が必要である。本提出文書は、こうした精神に基づいて提出された。
（翻訳・佐藤久夫、岡本 明）
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